
環境技術等研究開
発推進事業費補助
金

154¶194¶593 0 0 154¶194¶593

最先端研究開発戦
略的強化費補助金

1¶184¶946¶490 0 211¶714¶016 973¶232¶474

計 8¶444¶905¶555 5¶221¶650¶000 1¶011¶903¶572 2¶211¶351¶983

~ 当期交付額については、不用による国庫返還予定額を除いて計上しています。
８．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員
千円

(1¶061)
66¶687

人
(1)
5

千円
(0)

12¶120

人
(0)
1

職 員
千円

(256¶343)
6¶388¶160

人
(164)
1¶021

千円
(0)

123¶481

人
(0)
9

合 計
千円

(257¶404)
6¶454¶847

人
(165)
1¶026

千円
(0)

135¶601

人
(0)
10

９．開示すべきセグメント情報
（単位：円）

研究開発事業 運用・展開事業 計 法 人 共 通 合 計

事業費用 13¶196¶499¶644 32¶027¶886¶277 45¶224¶385¶921 904¶188¶330 46¶128¶574¶251

人件費 4¶505¶574¶458 2¶928¶298¶932 7¶433¶873¶390 721¶918¶597 8¶155¶791¶987

委託費 3¶340¶329¶534 20¶527¶890¶163 23¶868¶219¶697 16¶095¶040 23¶884¶314¶737

保守管理
費

361¶732¶317 1¶401¶628¶077 1¶763¶360¶394 6¶565¶223 1¶769¶925¶617

その他費
用

4¶988¶863¶335 7¶170¶069¶105 12¶158¶932¶440 159¶609¶470 12¶318¶541¶910

事業収益 13¶093¶422¶061 30¶924¶574¶724 44¶017¶996¶785 878¶583¶018 44¶896¶579¶803

運営費交
付金収益

8¶076¶159¶675 23¶916¶610¶185 31¶992¶769¶860 857¶551¶696 32¶850¶321¶556

施設費収
益

0 26¶371¶978 26¶371¶978 0 26¶371¶978

事業収入 0 178¶688¶933 178¶688¶933 0 178¶688¶933

受託収入 1¶882¶063¶617 2¶711¶121¶289 4¶593¶184¶906 0 4¶593¶184¶906

補助金等
収益

964¶033¶040 1¶247¶318¶943 2¶211¶351¶983 0 2¶211¶351¶983

その他収
益

2¶171¶165¶729 2¶844¶463¶396 5¶015¶629¶125 21¶031¶322 5¶036¶660¶447

事業損益 � 103¶077¶583� 1¶103¶311¶553� 1¶206¶389¶136� 25¶605¶312� 1¶231¶994¶448

総資産 25¶486¶539¶606 65¶224¶842¶526 90¶711¶382¶132 19¶258¶357¶768 109¶969¶739¶900

現金及び
預金

0 0 0 16¶998¶190¶904 16¶998¶190¶904

建物 6¶982¶754¶381 2¶840¶240¶514 9¶822¶994¶895 533¶331¶420 10¶356¶326¶315

船舶 2¶999¶412 35¶438¶711¶781 35¶441¶711¶193 0 35¶441¶711¶193

工具器具
備品

5¶482¶001¶142 8¶729¶666¶672 14¶211¶667¶814 22¶253¶880 14¶233¶921¶694

土地 4¶648¶880¶000 1¶697¶700¶000 6¶346¶580¶000 1¶433¶420¶000 7¶780¶000¶000

その他 8¶369¶904¶671 16¶518¶523¶559 24¶888¶428¶230 271¶161¶564 25¶159¶589¶794

平
成

™
œ
年

˜
˜
月

˜
˜
日
月
曜
日

(
号
外
第

™
›
™
号
)

官
報

（注記事項）
１．役員報酬等の支給基準の概要
役員の報酬及び退職手当については、独立行政法人海洋研究開発機構役員報酬規程及び独立行
政法人海洋研究開発機構役員退職手当支給規程に基づき支給しています。
なお、上記明細には、損益計算書の人件費に含まれている退職手当は含まれていないため、損
益計算書上の人件費とは一致しておりません。
２．職員給与等の支給基準の概要
職員の給与及び退職手当については、独立行政法人海洋研究開発機構職員給与規程及び独立行
政法人海洋研究開発機構職員退職手当支給規程に基づき支給しています。
なお、上記明細には、損益計算書の人件費に含まれている業務協力員の人件費及び法定福利費
は含まれず、未成受託研究支出金に計上した人件費を含んでいるため、損益計算書上の人件費と
は一致しておりません。
３．支給人員の概要
\ 職員・非常勤の給与の支給人員は、年間平均支給人員数を記載しています。
] 非常勤職員数については、外数にて（ ）で記載しています。
４．中期計画における予算上の人件費
予算上の人件費には、任期制職員及び業務協力員等の人件費は含まれていません。

（注記事項）
１．各事業の種類の区分方法及び事業内容
各事業の種類の区分方法は中期計画の区分によっており、事業の内容は次のとおりであります。
【研究開発事業】プロジェクト研究、基礎研究等機構が行う研究開発
【運用・展開事業】船舶等の運用、成果普及等機構の主要な事業で「研究開発事業」以外のもの

２．事業費用のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能事業費用は、主に一般管理費であります。
３．総資産のうち、法人共通の項目に含めた全社資産は、主に管理部門に係る資産であります。
４．事業費用には前中期目標期間繰越積立金の取崩しを財源とする費用48¶143¶891円が含まれてお
ります。�
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